
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度 

第１回三重県障害者自立支援協議会 

資料（抜粋） 

  

資料２－２ 



 

 

地域生活支援拠点の整備促進方策について 

 

１ 地域生活支援拠点の整備とは 

 各市町あるいは圏域において、第４次市町障害福祉計画に整備を盛り込むこ

ととされています。 

 整備の方法は、ＧＨ等の拠点を整備する拠点整備型と現在ある資源をネット

ワーク化する面的整備型とがあります。 

指定行為はなく、地域生活支援拠点の機能が整備された認識を関係者及び利

用者が共有できたときが整備完了であるとされており、未整備の罰則について

は、特に記されておりません。 

 

２ 現在の整備状況 

 ほとんどの県内市町は、障がい保健福祉圏域での面的整備を選択しておりま

す。まだ、県内において、整備完了した地域はありません。 

 

３ 県の整備推進の経緯 

 これまで、県においては、今次障害福祉計画からＰＤＣＡの概念が導入され

たこともあり、平成２７年度から市町障害福祉推進会議を開催し、それぞれの

圏域あるいは市町における計画推進に資するように、意見交換、合同検討を中

心とした推進を行ってきました。 

 併せて、障害者相談支援センター地域支援課が中心となり、圏域あるいは市

町の協議会に出席し、必要な助言・支援を行ってきました。 

 また、圏域アドバイザーを委嘱し、圏域における取組みの推進も図ってきた

ところです。 

 特に平成２８年度第１回市町障害福祉計画推進会議においては、地域生活支

援拠点の整備に焦点を絞り、検討を進めました。 

 

４ 今後の取組みの方向性（案） 

 平成２９年度は、障害福祉計画の改定の年にもあたり、計画進捗のまとめを

行う年です。以下のような取組みの方向性があると考えています。 

・障害者相談支援センターの地域支援機能における検討、整備の助言支援のさ

らなる強化 

・圏域アドバイザーを中心とした、整備に向けたコーディネート機能の維持増

進 

・市町担当者への適切な情報提供 

 



 

 

５ 本会の協議内容 

以上の状況であるが、今後の取組みの方向性（案）について、本会でご議論

いただきたい。 









 

 

共同生活援助（グループホーム）の整備促進対策について 

 

●資料２－１ 日中活動サービスとグループホームの同一敷地内等設置に係る

取扱い 

 

 「日中活動サービスを行う指定事業所内敷地における共同生活住居の設置等

の取扱い」については、平成 25 年 10 月 7 日付三重県健康福祉部障がい福祉課

長事務連絡により、「同一敷地内」の考え方を整理し、示していました。 

しかし、この取り扱いでは地域移行の推進が大きな目標となっていても、地

域で暮らすためのニーズに応えられない等のご要望をいただき、三重県自立支

援協議会地域移行課題検討部会、各関係団体との意見交換及び法人への設置調

査においてご意見をいただきながら、昨年度、三重県の障がい者グループホー

ムの設置及び運営に関する基本方針」を定めました。 

また、平成 28年 5月 20日付け事務連絡で各法人代表者等に通知し、平成 28

年 10月 1日以降、事業所指定にあたっての行政指導の取り扱いとして運用する

こととしています。 

 

●資料２－２ グループホームの状況 

 

 平成 27 年度末時点のグループホームの状況については、県全体では、定員、

利用者数とも、障害福祉計画上の利用者数目標値を上回っています。 

 ※定員 1,433人、利用者数 1,302人、目標値 1,297人 

 

 しかし、圏域によっては、定員や利用者数が目標値に達していないところが

あります。 

 ※桑員 定員 133人、利用者数 133人、目標値 158人 

  鈴鹿亀山 定員 102人、利用者数 115人、目標値 120人 

 

また、利用者数は目標値と同じか上回っているものの、定員数は目標値を下

回っている圏域があります。これらの圏域では、他圏域のグループホームを利

用することで目標値を達成しているということが言えます。 

※伊勢志摩 定員 144人、利用者数 167人、目標値 164人 

 紀北 定員 9人、利用者数 37人、目標値 37人 

 紀南 定員 43人、利用者数 48人、目標値 46人 

   

 平成 28年度の見込では、県全体でも利用者数が目標値を下回ります。 



   

 

 ※定員 1,492人、利用者数 1,355人、目標値 1,397人 

  （体験入居枠や、男女の別等の理由により、定員の１割程度は空室と見込

んで利用者数を計算しています。） 

 グループホームの整備については、不足する圏域を優先するなど、県全体の 

バランスをとりつつ進める必要があると思われます。 

 

●資料２－３ 建築基準法施行令の改正について 

 

従来、グループホームは、建築基準法上、「寄宿舎」と取り扱われる例が一般 

的で、間仕切壁の防火対策が必要とされていました。 

このことが戸建て住宅をグループホームに転用する際のネックになっている 

ということから、平成 26年 4月に愛知県の一部の地域（名古屋市、豊橋市、 

岡崎市、豊田市、春日井市を除く市町村）で、充分な防火・避難対策を講じた 

戸建て住宅については、建築基準法上の取扱いを緩和する取扱いが始まりまし 

た。 

 一方、国においても、消防法の見直しや、従来から住宅からの転用を容易に 

するため、防火規制の緩和の要望があったことから、平成 26年 7月から、建 

築基準法施行令が改正され、条件を満たす建物の場合は、間仕切壁の防火規制 

が緩和されています。 

 これにより、現在は戸建て住宅をグループホームに転用しやすくなっている 

と考えられますが、この内容は、一般的にあまり知られていないため、グルー 

プホームを設置しようとする法人等、関係者に周知の必要があると思われます。 

 

●資料２－４ 地域生活を支援する新たなサービス（自立生活援助）の創設に

ついて 

 

 障害者総合支援法施行３年後の見直しにおいて、障害者支援施設やグループ 

ホーム等を利用していた障害者で一人暮らしを希望する者等を対象にしたサー 

ビスが創設されます。 

国の社会保障審議会障害者部会報告書によると、一人暮らしを希望する障害者 

も多い中、地域移行＝グループホームとの考え方に疑問を呈する指摘や、一人

暮らしに向けた支援を検討すべきとの指摘があるとのことです。 

 また、重度の障害者がグループホームで生活している事例もあり、利用者の 

重度化・高齢化への対応を進めていく必要があるともされています。 

 これらのことから、グループホームのあり方を考えつつ整備を進める必要が 

あると思われます。 



   

 

●資料２－５ 「地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガ

イドライン」におけるグループホームの取扱いについて 

 

 国は、平成 27年 9月に取りまとめた「新たな時代に対応した福祉の提供ビジ

ョン」において、高齢者、障害者、児童等を分け隔てなく、包括的・総合的に

支援する仕組みを構築するという今後の福祉の方向性を打ち出しました。その

中で、福祉サービスの提供については、専門性に則って提供する方法の他に、

高齢者、障害者、児童等の福祉サービスを総合的に提供できる仕組みを推進す

ることとしています。 

 このため、総合的な福祉サービスの提供のための運用上の阻害要因の解消を

目指すことを目的に、平成 28年 3月に、現行制度において運用上対応可能な事

項を整理した「地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガイ

ドライン」を作成しています。 

 この中で、グループホームについては、高齢者の「認知症対応型共同生活介

護」と、障害者の「共同生活援助」を組み合わせて提供する例として、兼務可

能な人員や、共用可能な設備が示されています。 

 高齢者向けのサービスは、高齢者に適した設備が整っているとみられるため、

グループホーム利用者の高齢化への対応のひとつとして、それぞれの指定にか

かる要件を満たすことが必要（※）ではあるものの「認知症対応型共同生活介

護」の事業者に「共同生活援助」のサービスを組み合わせて提供していただく

ことも考えられます。 

 

※共同生活援助の指定に際しては、設置場所等の要件あり。また、認知症対応

型共同生活介護は各市町の指定であるため、各市町が指定上の要件を別に設

けていることがある。 



日中活動 

（生活介護・自立訓練・就労移行支援 
  就労継続支援・日中一時支援） 
   ※障害児通所支援は制限なし 

ＧＨ 

 

     

ＧＨ基本方針について（概要） 

要  件 内     容 

前提 従来の取扱いは原則として継続する 

下記の要件を満たす場合に限り、同一敷地内等に日中活動
サービス事業所と、ＧＨを設置できる。 

近接地の場合も同様の考え方とすることが望ましい。 

定員要件 ７人まで 

入居者要件 医療的ケア（喀痰吸引、人工呼吸器、経管栄養） 
重度障害者支援加算対象者・緊急に入居が必要な場合 

施設等からの地域移行者 

※入居期間はサービス等利用計画で定めた期間 
1 



要  件 内     容 

サービス形態要
件 

外部サービス利用型、サテライト型住居の設置が望ましい 

入居者に応じた体制整備 

地域生活支援体
制要件 

体験入居の積極的実施  短期入所の併設必須 

 

建物要件 独立した建物であること 

日中活動との土地の境界を塀等で明確に区分する 

市町・地域要件 地域資源・地域づくりや市町障害福祉計画の推進について、
市町の意見を求める 

運営 職員の兼務は認めるが、あらかじめ届け出た職員以外の職員
がサービスにあたることのないよう留意する 

入居者本位 入居者本人の自由意思に基づく選択 

外部法人の特定相談の活用 

入居者確認 体制届時に入居者一覧表を添付 

地域自立支援協議会への定期報告 

入居者支援 入居中他のＧＨやアパート等への移行に向けた支援を行う 

基本方針（県ＨＰ）ＵＲＬ：
http://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000637827.pdf 2 













 

 

サービス等利用計画における地域移行の視点について 

 

１ 課題認識 

 計画相談の進捗は進んでいるところであるが、サービス等利用計画が利用者

の実態を反映し、本人中心の支援の中心になるべき質を備えていく必要がある。 

 特に地域移行を推進するという観点からは、施設入所者のサービス等利用計

画にあっては、地域移行の希望や可否などを含みこんだ内容になっているべき

であろうが必ずしもそうなっていない状況があるのではないかと思われる。 

 

２ 課題に対する対応 

 上記課題認識が専門部会である地域移行課題検討部会で出され、対応策が検

討されている。 

 検討結果については、第２回以降の本会で報告・提案される予定である。 

 

３ 部会検討の方向性 

 サービス等利用計画の様式は施設入所者も在宅サービスを使っている者も共

通であり、地域移行の可否等の項目は設定されていない。それらの内容は、現

在は自由記載欄等に個々の相談支援専門員が工夫して記載しているところであ

り、記載内容にばらつきが出ている状況である。 

 この課題解消のため、サービス等利用計画の様式に、地域移行の可否等の項

目を追加したらどうかという方向性で議論している。 

 

４ 本会における協議内容 

 以上の状況であるが、課題認識あるいは部会の検討の方向性について、本会

でご議論いただきたい。 
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【障がい者の事例】 

（６）施設入所者の事例 

～施設入所中の本人のこれからの生活のあり方を考える～ 

 

１．事例の概要 

脳性まひによる四肢・体幹まひ及び知的障がいのある 50 代の女性。 

両親の死後（当時本人 30歳）、長年にわたっておば夫婦のもとで暮らしていたが、おば夫婦が高齢

になってきたことにより、昨年（本人 55 歳）現施設に入所する。 

 本人、おば、相談支援専門員、施設職員等で本人のこれからの生活のあり方を考えるようになった。 

 

２．支援プロセス 

（１）相談に至るまでの経緯 

本人・おばの住む市の障がい福祉課から当○○相談支援センターに連絡があった。本人の介助をし

ているおばが、今後充分な介助ができそうにないので何とかしなくてはならない生活状況であり、本

人も将来の生活に不安を抱いていた。 

本人の住むおば宅へ伺い、現状の生活の様子を聞く。おじが認知症になってからおばの介助が大変

になってきている様子がうかがえた。本人自身も自分にそれなりの介助量が必要であることを自覚し、

これからの生活に不安を持っているようであった。 

 

（２）計画相談支援の展開 

こうした現状を踏まえ障がい福祉課とも相談し、早めの入所施設利用を検討した。その後は当○○

相談支援センターが中心となり、現入所施設と連絡を取り入所が決まった。 

入所してからは定期的に本人、施設の担当職員と連絡を取り、現状を確認している。 

入所して１年半近く過ぎ、施設の生活は慣れてきたが、「おばが死んだらどうなるの？」と漠然と

した将来の不安を抱いている。この時点では、本人は自分の生活に対する将来のイメージはほとんど

なかった。 

こうした状況のもと、サービス等利用計画を作成した。おばがいなくなった後の不安と金銭管理を

どうするかという今後の課題を解消するため、成年後見制度の利用を提案した。また、本人が施設内

で外出に対する話題を口にするので、定期的な外出の支援ができるよう計画に盛り込み本人に確認し

た。 

この時、ピア・カウンセリングの利用も提案した。施設でもこれからの生活のあり方を模索してい

たところで、本人自身がこれからの将来を考える機会になればと賛成し、具体的にピンと来ていない

本人を後押ししてくれた。 

計画作成後３ヶ月して、現状を確認しモニタリング報告書を作成した。移動支援を利用して外出す

るようになり、当○○相談支援センターのピア・カウンセラーと話をするのが楽しみになっているよ

うである。将来の生活のイメージづくりに役立つものと期待している。 
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別紙１

申請者の現状（基本情報）

１．概要(支援経過・現状と課題等)

２．利用者の状況

氏 名 生年月日 年 齢

電話番号

[持家 ・ 借家 ・ グループ/ケアホーム ・ 入所施設 ・ 医療機関 ・ その他( )] FAX番号

障害または疾患名 障害程度区分 性別 男 ・ 女

家族構成 ※年齢、職業、主たる介護者等を記入 社会関係図 ※本人と関わりを持つ機関・人物等（役割）

生活歴 ※受診歴等含む 医療の状況 ※受診科目、頻度、主治医、疾患名、服薬状況等

本人の主訴（意向・希望） 家族の主訴（意向・希望）

３．支援の状況

名称 提供機関・提供者 支援内容 頻度 備考

作成日 計画作成担当者

その他の
支援

・施設入所支援、生活介護・○○園

・○○相談支援センター

平成24年10月10日 ○○相談支援センター ○○ ○○

脳性まひによる四肢・体幹まひの女性（56歳）。仮死状態にて出生。車いす利用（身体障がい者手帳１級）。ＡＤＬはほぼ全介助。療育手帳Ａ。
細かい理解は難しいが、簡単な会話は可能。父親は本人が幼少の頃に亡くなり、以後母親、妹と暮らす。本人が30歳の時に母親が亡くなり、その後
は父親の姉であるおば夫婦のもとで暮らす。

３年前よりおじが認知症になり、おばの介助だけでは生活できなくなり、昨年５月から入所施設利用となった。
おばは時々施設に面会に来るが、施設から遠く、またおば自身が高齢で面会に来るのがしんどそうになってきている。また金銭管理や生活の様子

を報告、確認する時におばと連絡を取ると、おばの返答があいまいな時や返事を忘れることが多く、施設職員が判断に困る場面が見られるように
なってきている。高齢により記憶力、判断力が低下しているものと思われる。

こうしたおばの状態を考え、当相談支援事業所（○○相談支援センター）と入所施設とでは成年後見制度の利用を考え、先日おばに相談したとこ
ろ、おば自身も○代さんの今後の関わりに不安を感じていたところなので、後見人がつくことに賛成したところである。

○代さん本人は施設での生活にも慣れてきて昼間のプログラムも意欲的に取り組んでいるので、施設ではガイドヘルパーとの外出を計画してい
る。おば夫婦と生活している時はほとんど外出の機会がなかったので、近いところの買い物から、週末の余暇としての外出まで幅広く考えていきた
い。本人は外に出るのが好きなようで、「小さい時には○○によく行った」などよく口にしている。

将来の生活については本人はほとんどイメージはないが、「おばが死んだらどうなるの？」と漠然とした心配をしている。障がいのある人の地域
生活はじめ障がいのある他の人の生活についての情報自体も本人はあまり持っていないようなので、当相談支援事業所に併設している地域活動支援
センターの活動やピア・カウンセリングに参加を促すことで少しずつ今後の生活づくりを考えていく機会を作っていってはどうか。

・「今の生活に慣れてきた。毎日の作業や園の行事が楽しい。」
・「外出に行きたい」（特にどこへ行きたいということはあまりない）
・「おばが死んだらどうなるの？」

・成年後見制度の説明を受けた。できたら利用を進めてもらいたい。
・本人も施設の生活に慣れてきたようなので、できればこのままの生活
を施設にお願いしたい。
・外出は好きだが今までほとんど連れて行けなかったので、行ける機会
があればお願いしたい。

公的支援
（障害福
祉サービ
ス、介護
保険等）

・障がい者支援施設（施設入所
支援＋生活介護）利用
・相談支援
・障がい基礎年金１級

・脳性まひ
・幼少の頃（不明）父親が死去。
・その後、母親、妹と生活。○○養護学校（当時）卒業。
・28歳：妹が結婚し他市へ。母親と二人の生活に。
・30歳：母親死去。おば夫婦のもとで生活。
・55歳：施設入所。

脳性まひ（身体障がい者手帳
１級・療育手帳Ａ）

・年に一度風邪をひく程度で、それ以外に医者に
かかることはない。

区分６

06－****－****（○○園）○○市

住 所

06－****－****（○○園）

相談支援事業者名

○○ ○代 ○年○月○日 56歳

障がい者支援施設
○○園

○○相談支援センター

本人

おば、おじ ○○市
障がい福祉課

父親（本人が
幼少の頃に死去）

母親（本人が
30歳の時に死去）

本人（56歳）
入所施設利用中

妹（51歳）
他市に在住

おば（88歳）おじ（90歳）
認知症
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申請者の現状（基本情報） 【現在の生活】

利用者氏名 障害程度区分 相談支援事業者名

計画作成担当者

月 火 水 木 金 土 日・祝 主な日常生活上の活動

週単位以外のサービス

入浴 入浴

夕食

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

夕食 夕食 夕食

就寝 就寝 就寝 就寝

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

昼食 昼食 昼食

入浴

朝食 朝食 朝食 朝食

ＰＴによるリハビリ訓練

作業
（リサイクルの紙すき）

・障がい者支援施設（施設入所支
援＋生活介護）利用中

・プログラム以外の空いた時間
は、ホールや自分の部屋でテレビ
を見たり、ＣＤを聞いていること
が多い。

・１～２ヶ月に１回程度おばが面
会に来る。

起床 起床

作業
（リサイクルの紙すき）

昼食

作業
（リサイクルの紙すき）

就寝 就寝

2:00

起床 起床起床 起床

昼食

ＰＴによるリハビリ訓練

作業
（リサイクルの紙すき）

○○相談支援センター

4:00

14:00

16:00

18:00

20:00

○○ ○代

昼食

夕食

就寝

昼食

サークル
（コーラス）

夕食 夕食

起床

朝食朝食 朝食

○○ ○○

22:00

0:00

別紙２

12:00

6:00

8:00

10:00

区分６
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サービス等利用計画

利用者氏名 障害程度区分 相談支援事業者名

利用者負担上限額 計画作成担当者

地域相談支援受給者証番号 通所受給者証番号

計画作成日 モニタリング期間（開始年月） 利用者同意署名欄

総合的な援助の方針

長期目標

短期目標

福祉サービス等

種類・内容・量（頻度・時間）
提供事業者名

（担当者名・電話）

1

2

3

4

5

6

２ヶ月・自分の不安をピア・カウン
セラーに話してみる。
・定期的に通い少しずつ他の
障がい者の生活に関する情報
を得る。

・手続きの流れをその都度聞
いて確認する。

○○相談支援セン
ター（ピア・カウン
セラー）

○○園（現在入所
中）

・必要な介助、支援について
希望を伝える。

今の生活に慣れてきた。毎日
の作業や園の行事が楽しい。

・施設での生活を継続する。 ・障がい者支援施設（施設入
所支援＋生活介護）

おばがいなくなった後の生活
が心配

・ピア・カウンセラーと話を
することで障がいのある人の
いろいろな生活スタイルを知
る。

２ヶ月（平
成24年12
月）

・ピア・カウンセリング月１
回。
・当面は施設職員と通う。

・手続きの流れをその都度聞
いて確認する。
・施設担当者と行きたいとこ
ろを相談する。

現在の施設生活を継続しながら、外出の機会を作り、活動の範囲を広げる。将来の生活について考える機会を作る。

施設生活を継続する。外出の機会を増やし、ピア・カウンセリングや地域活動支援センターを利用するよう支援する。将来の生活像について考える機会を作る。成年後見制度の利用を進め
る。

２ヶ月 ・当面は買い物の外出を中心にするが、
慣れてきたら○○相談支援センターに併
設する地域活動支援センターに定期的に
通う。

支援目標
達成
時期

外出したい。

おばがいなくなった後の生活
が心配

○○ヘルパーステー
ション

優先
順位

平成24年10月20日 ３ヶ月(平成25年１月)

５ヶ月・成年後見制度の利用につい
てご本人と確認しながら利用
を進めます。

５ヶ月（平
成25年３
月）

・成年後見制度の説明。
・成年後見制度の手続き開
始。

○○相談支援セン
ター

・移動支援の手続きからして
もらい、とりあえず支給決定
後、月１～２回の外出ができ
るよう支援します。

２ヶ月（平
成24年12
月）

○○ ○○

・移動支援の手続き。
・支給決定後事業所と契約。
・月１～２回、２時間程度の
買い物外出から始める。

本人のニーズ

障害福祉サービス受給者証番号 123456789 ○○円

家族：できれば今の施設生活を継続し安定した生活を続けてほしい。外出の機会を作ってあげてほしい。

希望する生活

○○ ○代

評価
時期

ガイドヘルパーを利用した外出の機会を作る。ピア・カウンセラーとの話し合いの機会を作る。

本人の役割

様式２－１

○○ ○代 区分６ ○○相談支援センター

その他留意事項

利用者：現在の入所施設の生活を継続しつつ、今後の不安な部分を相談したい。外出したい。（「今の生活に慣れてきた。」「外出に行きたい。」「おばが死んだらどうなるのか。」）
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サービス等利用計画【週間計画表】

利用者氏名 障害程度区分 相談支援事業者名

利用者負担上限額 計画作成担当者

地域相談支援受給者証番号 通所受給者証番号

計画開始年月

月 火 水 木 金 土 日・祝 主な日常生活上の活動

週単位以外のサービス

サービス提供
によって実現
する生活の

全体像

就寝

夕食 夕食

就寝

入浴

作業
（リサイクルの紙すき）

18:00
夕食 夕食

昼食

夕食

サークル
（コーラス）

作業
（リサイクルの紙すき）

朝食 朝食

昼食

・ガイドヘルパーと外出し、いろんなところに行けるようになっている。ピア・カウンセラーとの相談も回を重ね、本人にとってよい相談相手になっている。
・成年後見人がつき、金銭管理をはじめ、福祉サービスの利用契約についても関わるようになってきている。

20:00

22:00

0:00

・日曜日の午後２時間程度、ガイ
ドヘルパー利用による買い物外出
を実施する。

・数回して外出に慣れてきたら、
地域活動支援センターに通う。

・月１回程度施設の職員と○○相
談支援センターに行き、ピア・カ
ウンセラーと話をする。ガイドヘ
ルパーの利用に慣れてきたら、ヘ
ルパーと一緒に行く。

就寝

4:00

2:00

就寝

16:00

10:00

12:00

14:00

ＰＴによるリハビリ訓練

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

就寝

夕食 夕食

入浴入浴

就寝 就寝

様式２－２

6:00

起床

朝食

○○ ○代 区分６

平成24年11月1日

○○相談支援センター

8:00

障害福祉サービス受給者証番号

朝食 朝食

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

作業
（リサイクルの紙すき）

昼食 昼食 昼食

作業
（リサイクルの紙すき）

昼食

起床

朝食

ＰＴによるリハビリ訓練

起床 起床 起床

昼食

○○ ○○123456789 ○○円

作業
（リサイクルの紙すき）

起床 起床

・障がい者支援施設（施設入所支
援＋生活介護）利用中

・プログラムのない時間で、部屋
の整理や洗濯の一部など自分でで
きることを施設職員と相談して始
めてみる。

朝食
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モニタリング報告書(継続サービス利用支援）

利用者氏名 障害程度区分 相談支援事業者名

利用者負担上限額 計画作成担当者

地域相談支援受給者証番号 通所受給者証番号

計画作成日 モニタリング実施日 利用者同意署名欄

総合的な援助の方針 全体の状況

計画変更の必要性

サービス

種類の変更

サービス

量の変更

週間計画の

変更

1 有・無 有・無 有 無

2 有 無 有・無 有・無

3 有 無 有 無 有・無

4 有・無 有・無 有・無

5 有・無 有・無 有・無

6 有・無 有・無 有・無

○○ ○代

その他留意事項

区分６

２ヶ月
（平成24
年12月）

現在の施設生活を継続しながら、外出の機会を作り、活動の範囲を広げる。将来の生活について考える機会を
作る。

障害福祉サービス受給者証番号

支援目標の達成度
（ニーズの充足度）

今後の課題・
解決方法

（残された課題、新たな課題）

本人の感想・
満足度

サービス提供状況
（事業者からの聞き取り）

支援目標

○○円

施設で安定した生活を送っている。移動支援を利用して外出をするようになり、○○相談支援センターに通い
ピア・カウンセラーと話をする機会を作れるようになってきた。外出をすることに集中しているせいか、当初
言っていた「おばがいなくなった後の心配」は、話題としては減ってきている。

平成25年1月20日

○○ ○○

移動支援の手続きから
してもらい、とりあえ
ず支給決定後、月１～
２回の外出ができるよ
う支援します。

成年後見制度の利用に
ついてご本人と確認し
ながら利用を進めま
す。

優先
順位

ガイドヘルパーとの外出を
し、ピア・カウンセラーと
毎回会って話をしている。

達成
時期

当初予定していた制度の説
明は終え、漠然とであるが
本人も必要性を感じている
様子。今後具体的な手続き
を進める予定。

手続き、事業所契約に約
1ヶ月を要し、その後平成
24年12月から予定どおりガ
イドヘルパーとの外出を月
１～２回始めている。

５ヶ月
（平成25
年３月）

特になし。

おばとの連絡が思っていた
よりも取りにくく、意思確
認も難しく計画よりも時間
がかかりそう。

予定の目標は達せられてい
る。

計画よりやや遅れている
が、一歩一歩進んでいる。
予定より時間はかかるが、
制度利用は勧められそうで
ある。

特になし。

目標は達せられた。ピア・カウンセラーと「毎
回話をするのが楽しい」よ
うで、施設に帰ってからも
そのことをよく話題にして
いる様子。

話の内容について、今後ピ
ア・カウンセラーとも連携
を取り合い、今後の生活イ
メージ作りを話題にしてい
く予定。

「慣れないヘルパーに戸惑
いがあるが、外出の機会が
できれうれしい」と満足し
ている様子。

「紙すきの作業が上手に
なった」と嬉しそうに話し
ている。昼間の作業に意欲
的に取り組み、生活自体も
安定して送れている。

目標は達せられている。

時間がかかっても本人、お
ばが納得する形で進めてい
きたい。

「制度の説明を受けたが、
よく分からない。おばがい
なくなった後が心配なの
で、こういうのも必要かな
と思う」とのこと。

様式３－１

○○ ○代平成24年10月20日

123456789

○○相談支援センター

今後、外出の頻度を多くし
たり、行き先を広げていく
ことも本人と相談しながら
考えていく。

ピア・カウンセラーと
話をすることで障がい
のある人のいろいろな
生活スタイルを知る。

施設での生活を継続す
る。

２ヶ月
（平成24
年12月）

従来どおり。昼間のプログ
ラムでは慣れるに従って責
任感も出てきている。
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【支援のポイント及び留意点】 

 

１．ニーズ把握からアセスメントについて 

・ 本人に情報や社会経験が少ない場合、本人の将来に対するイメージは漠然としたものになりやす

いが、それでも「申請者の現状（基本情報）」の「本人の主訴」欄や「サービス等利用計画」の「希

望する生活」欄には、本人のその時点での思いの核心を表した本人の言葉を書き出すようにしたい。 

・ ニーズと経験は対で変化する。いくつかの経験を積んだら、本人と向き合い今の思いを整理する。

そうしたこまめな作業が相談支援専門員には必要である。 

 

２．計画作成について 

・ 入所施設利用者の「サービス等利用計画」は、施設内のサービスや生活の組み立てを示した「個

別支援計画」よりは、より広い視点でサービスや社会資源の利用、将来像を示す必要があることに

留意する。 

・ 今回の計画では成年後見制度やピア・カウンセリングを盛り込んだが、専門的な言葉が出てきた

ら、できるだけ分かりやすい言葉で説明し、結果それによって生活がどう変わるのかを分かり易く

説明する努力が必要である。サービス等利用計画【週間計画表】の「サービス提供によって実現す

る生活の全体像」欄をうまく活用したい。 

・ 入所施設内の生活やプログラムは渾然一体となりがちなので、サービス等利用計画の週間計画表

を使って、見える形で１週間の流れを把握してもらうことは本人が生活を振り返る機会になり、大

切なプロセスである。 

・ 入所施設利用者の移動支援（ガイドヘルパー）利用については、大阪府内でも市町村によって扱

いが違うのが現状である。利用できない場合は、個別契約の介助者を募る等の工夫がされることが

ある。いずれにせよ、本人の社会経験を積む意味で重要な活動なので、こうした活動は計画に取り

入れたい。 

 

３．モニタリングについて 

・ 今後しばらく施設生活が継続されるケースでは、変化のない計画、モニタリングになりがちであ

る。ひとつでも本人が目標を持って生活できるような計画づくりをするためにも、いろいろな角度

から情報を収集し課題とニーズを整理することが大切である。 

 

４．全体を通して 

・ 緊急性が生じて施設利用となったケースでは、当面の目標は安定した生活を再構築することにあ

るが、相談支援専門員はそのあとの３年後、５年後を想定した計画づくりを意識したい。 

・ 施設利用を始めた年齢もケースに応じて意識する必要がある。今回のケースはすでに 56 歳であ

るので地域移行をはじめさまざまな経験の機会を作るにも 10 年、20 年後では年齢的にきつくなる。

サービス等利用計画の「長期目標」は「半年から１年をめど」、「短期目標」では「３ヶ月をめど」

（※1）にしているが、本人の数年後の生活像をイメージしておきたい。 

 

※１：「サービス等利用計画作成サポートブック（日本相談支援専門員協会）」による。 

  



精神障害者地域移行データ

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２９目標 Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３

３か月退院率 58.6% 60.9% 61.4% 55.3% 64.0%

１年退院率 86.6% 87.9% 88.0% 86.8% 91.0%

長期在院者数 3,128 3,057 2,987 2,959 2,860 2,823 2,782 2,426

全入院者数 4,520 4,508 4,416 4,294 4,248 4,205 4,125

※１ H24データは、H23.6～H24.6データ。
※２ １年未満退院率：H24年度 H23.6入院者のうち、H24.5までに退院した者の割合。
※３ ３か月未満退院率：H24年度 H23.6入院者のうち、H23.8までに退院した者の割合。
※４ 長期在院者数：H24年度 H24.6.30時点の１年以上入院者数。
※５ 全入院者数：H24年度 H24.6.30時点の入院者数。

【考察】

１）精神保健福祉法改正（H26.4施行）により、医療保護入院者の退院支援委員会の開催、退院後生活環境相談員の設置が必須になった
にも関わらず、入院後３か月未満退院率、１年未満退院率が減少している。
２）長期入院者数の減少傾向は継続している。
３）入院後３か月未満退院率、１年未満退院率は病院間の格差が著しい。
４）長期入院患者は死亡、退院等から減少しているものの、新たに入院が長期化している患者が生じている。
５）個別の患者像を検証すると 退院率の対象となる当該月（Ｈ２６年度であればＨ２６．６月）に入院した患者が、長期入院していた方が、身
体疾患治療のため、一時的に身体科へ入院となり、治療完了したため当該病院へ戻ったという方が含まれていた。
そのことからも、数字を追うだけでなく、「なぜ退院できなかった」かなどを個別に検証する必要がある。





障害福祉
サービス
等受給者
数

   a
(※１)

計画作成
済み人数

       b
(※２)

左のうち
セルフプ
ラン

障害児通
所支援受
給者数

ｃ
 (※３)

計画作成
済み人数

ｄ
 (※４)

左のうち
セルフプ
ラン

1,287 1,207 67 93.8% 91.7% 292 292 3 100.0% 100.0%

桑名市 851 777 64 91.3% 88.2% 212 212 0 100.0% 100.0%
いなべ市 270 268 3 99.3% 98.9% 47 47 3 100.0% 100.0%
木曽岬町 38 37 0 97.4% 100.0% 11 11 0 100.0% 100.0%
東員町 128 125 0 97.7% 97.6% 22 22 0 100.0% 100.0%

2,053 2,027 711 98.7% 98.0% 664 664 214 100.0% 100.0%

四日市市 1,723 1,710 660 99.2% 99.1% 582 582 143 100.0% 100.0%
菰野町 219 212 30 96.8% 94.7% 52 52 47 100.0% 100.0%
朝日町 41 40 13 97.6% 97.5% 16 16 16 100.0% 100.0%
川越町 70 65 8 92.9% 81.7% 14 14 8 100.0% 100.0%

1,570 1,523 204 97.0% 93.8% 484 483 23 99.8% 98.1%
鈴鹿市 1,287 1,240 153 96.3% 92.5% 432 431 21 99.8% 97.9%
亀山市 283 283 51 100.0% 100.0% 52 52 2 100.0% 100.0%

津 津市 1,981 1,971 56 99.5% 99.2% 578 578 13 100.0% 98.9%

1,655 1,531 46 92.5% 91.1% 370 370 55 100.0% 99.7%

松阪市 1,356 1,241 42 91.5% 89.8% 317 317 55 100.0% 100.0%
多気町 93 84 0 90.3% 89.7% 15 15 0 100.0% 94.7%
明和町 147 147 1 100.0% 100.0% 35 35 0 100.0% 100.0%
大台町 59 59 3 100.0% 98.3% 3 3 0 100.0% 100.0%

1,833 1,685 23 91.9% 90.0% 416 414 33 99.5% 99.2%

伊勢市 872 797 19 91.4% 87.2% 292 292 22 100.0% 99.6%
鳥羽市 188 179 0 95.2% 92.2% 23 23 0 100.0% 100.0%
志摩市 404 403 2 99.8% 99.8% 51 51 0 100.0% 100.0%
玉城町 129 121 2 93.8% 90.8% 29 28 0 96.6% 96.2%
度会町 40 40 0 100.0% 100.0% 13 13 11 100.0% 100.0%
大紀町 74 30 0 40.5% 47.3% 4 3 0 75.0% 75.0%
南伊勢町 126 115 0 91.3% 95.1% 4 4 0 100.0% 100.0%

1,248 1,242 1 99.5% 99.4% 284 284 0 100.0% 100.0%

名張市 609 604 1 99.2% 99.2% 187 187 0 100.0% 100.0%
伊賀市 639 638 0 99.8% 99.7% 97 97 0 100.0% 100.0%

289 287 0 99.3% 99.3% 19 19 0 100.0% 100.0%
尾鷲市 134 134 0 100.0% 100.0% 10 10 0 100.0% 100.0%
紀北町 155 153 0 98.7% 98.7% 9 9 0 100.0% 100.0%

310 310 5 100.0% 99.0% 52 52 12 100.0% 100.0%

熊野市 166 166 2 100.0% 98.2% 16 16 0 100.0% 100.0%
御浜町 57 57 0 100.0% 100.0% 11 11 3 100.0% 100.0%
紀宝町 87 87 3 100.0% 100.0% 25 25 9 100.0% 100.0%

12,226 11,783 1,113 96.4% 95.0% 3,159 3,156 353 99.9% 99.4%計

伊勢志摩

伊賀

紀北

紀南

桑名員弁

四日市

鈴鹿・亀山

松阪多気

平成28
年3月末
時点の
達成率

児童福祉法分

計画相談等実績（平成２８年６月末現在）

障害者総合支援法分

達成率

b/a (%)

達成率

ｄ/ｃ (%)

平成28
年3月末
時点の
達成率

※１ 平成28年6月末の障害福祉サービス又は地域相談支援の受給者数（なければ直近の数字）
※２ 平成28年6月末時点での「サービス等利用計画案」作成者数（市町村に「サービス等利用計画案」が提出された
実績数。

介護保険法のケアプランにより支給要否決定を行っている者についても作成済人数に含む。）
※３ 平成28年6月末の障害児通所支援の受給者数（なければ直近の数字）
※４ 平成28年6月末時点での「障害児支援利用計画案」作成者数（市町村に「障害児支援利用計画案」が提出された
実績数）
      なお、障害福祉サービスと障害児通所支援の両方を利用している場合は、それぞれに計上すること。


